
平
成
十
八
年
十
月
二
十
日
受
領

答

弁

第

六

五

号

内
閣
衆
質
一
六
五
第
六
五
号

平
成
十
八
年
十
月
二
十
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
�
井
英
勝
君
提
出
石
綿
規
制
の
対
象
範
囲
の
拡
大
に
と
も
な
う
ア
ス
ベ
ス
ト
使
用
実
態
の
再
調
査
に
関
す
る
質

問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
�
井
英
勝
君
提
出
石
綿
規
制
の
対
象
範
囲
の
拡
大
に
と
も
な
う
ア
ス
ベ
ス
ト
使
用
実
態
の
再
調
査
に
関
す

る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

（
一
）
に
つ
い
て

御
指
摘
の
関
係
省
庁
の
調
査
（
以
下
「
本
調
査
」
と
い
う
。
）
は
、
政
府
の
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
を
進
め
る
た
め
に
必
要
な

情
報
収
集
、
国
民
に
対
す
る
情
報
提
供
等
の
目
的
で
、
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
五
十
七
号
）
の
規
制
対

象
と
な
ら
な
い
場
合
も
含
め
、
既
存
の
施
設
等
の
う
ち
、
各
関
係
省
庁
の
判
断
に
よ
り
、
ば
く
露
の
お
そ
れ
の
高
い
も
の
か

ら
優
先
的
に
、
関
係
省
庁
間
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
使
用
実
態
等
に
つ
い
て
幅
広
く
行
っ
た
も
の
で
あ
り
、

必
ず
し
も
労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
七
年
政
令
第
三
百
十
八
号
）
に
定
め
る
基
準
に
基
づ
い
て
行
っ
た
も
の
で

は
な
い
。

（
二
）
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
趣
旨
が
、
本
調
査
の
結
果
ア
ス
ベ
ス
ト
が
未
使
用
で
あ
る
と
さ
れ
た
施
設
等
に
つ
い
て
、
当
該
施
設
等
の
建
材

中
に
重
量
比
で
〇
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
ア
ス
ベ
ス
ト
が
含
有
さ
れ
て
い
る
場
合
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
こ

と
で
あ
れ
ば
、
そ
の
よ
う
な
場
合
は
あ
り
得
る
と
考
え
る
。

一



（
三
）
に
つ
い
て

御
指
摘
の
関
係
省
庁
の
平
成
十
九
年
度
概
算
要
求
額
の
七
億
千
万
円
は
、
ア
ス
ベ
ス
ト
に
係
る
健
康
被
害
の
お
そ
れ
に
か

ん
が
み
て
、
既
存
の
施
設
等
に
お
け
る
ア
ス
ベ
ス
ト
の
除
去
等
に
必
要
な
額
を
積
算
し
た
も
の
で
あ
る
。
当
該
除
去
等
は
、

ア
ス
ベ
ス
ト
の
含
有
率
の
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
使
用
実
態
等
の
調
査
に
基
づ
き
、
各
関
係
省
庁
の
判
断

に
よ
り
、
ば
く
露
の
お
そ
れ
の
高
い
も
の
か
ら
優
先
的
に
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。
な
お
、
御
指
摘
の
資
料
中
の

「
既
存
施
設
で
の
除
去
等
」
に
係
る
概
算
要
求
額
の
う
ち
、
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
に
係
る
経
費
が
事
業
費
の
一
部
で
あ
る
も
の

に
つ
い
て
は
、
御
指
摘
の
七
億
千
万
円
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

（
四
）
に
つ
い
て

本
調
査
の
結
果
ア
ス
ベ
ス
ト
が
未
使
用
で
あ
る
と
さ
れ
た
施
設
等
で
あ
っ
て
も
、
ア
ス
ベ
ス
ト
に
係
る
健
康
被
害
が
今
後

新
た
に
生
じ
な
い
よ
う
、
各
施
設
等
の
利
用
者
並
び
に
そ
の
損
傷
及
び
劣
化
の
状
況
等
も
踏
ま
え
な
が
ら
、
建
材
中
に
重
量

比
で
〇
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
ア
ス
ベ
ス
ト
が
含
有
さ
れ
て
い
る
施
設
等
に
つ
い
て
も
、
各
関
係
省
庁
の
判
断
に
よ
り
、

関
係
省
庁
間
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
使
用
実
態
等
の
調
査
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
ば
く
露
の
お
そ
れ
が
あ
る
場
合

の
除
去
等
の
必
要
な
対
策
を
と
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

二



（
五
）
に
つ
い
て

（
一
）
に
つ
い
て
で
述
べ
た
と
お
り
、
本
調
査
は
、
各
関
係
省
庁
の
判
断
に
よ
り
調
査
内
容
を
定
め
て
幅
広
く
実
施
し
た

も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
御
指
摘
の
ア
ス
ベ
ス
ト
含
有
率
測
定
方
法
は
本
調
査
の
開
始
時
に
お
い
て
は
工
業
標
準
化
法
（
昭
和

二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
に
基
づ
く
日
本
工
業
規
格
と
し
て
制
定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
当
該
測
定
方
法
に
よ
り
調
査
を

行
う
よ
う
指
示
す
る
べ
き
で
は
な
か
っ
た
の
か
と
の
御
指
摘
は
当
た
ら
な
い
と
考
え
る
。

三


